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 令和３年１０月２９日 定例教育委員会 会議録 

１ 開催日時及び場所 

   ・令和３年１０月２９日（金） 午後２時３０分 ～ 午後３時３５分 

   ・教育委員会室  

２ 出 席 者 

  教育長   堀     貴 雄 事務局職員 

  委 員   稲 本   正 副教育長         北 川 幹 根 

  委 員   野 原 正 美 教育次長         高 橋 宗 彦 

  委 員   村 上 啓 雄 義務教育総括監      香 田 静 夫 

 総合教育センター長        小 野   悟 

   教育総務課長       松 本 順 志 

 教育総務課教育主管    日 比 光 治 

 教育総務課 ICT教育推進室長   下 野 宗 紀 

 教職員課長        中 村 有 希 

 教職員課教育主管     中 川 敬 三 

 学校安全課長       増 田 康 宏 

 学校安全課生徒指導企画監    秋 場   毅 

 学校安全課生徒指導企画監    佐 藤 幹 彦  

 学校支援課長       堀   秀 樹 

 特別支援教育課長     兒 玉 哲 也  

  

  

 

３ 議事日程等  

報第１号、報第２号、事務局報告（政策）（２） 

について非公開とすることを決定 

４ 会議録 

  令和３年９月２７日開催の定例教育委員会の会議録を承認 

５ 審議の概要 

別添のとおり 
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会     議     録 

発 言 者 発      言      内      容 

議第１号 「令和４年度公立高等学校の入学定員について」 

及び「令和４年度高等特別支援学校の入学定員について」 

教 育 総 務 

課   長 

令和４年３月の県内中学校卒業予定者数は１８，５３４人であり、今春の卒業生数と比
較して３１８人の増加となる。 

全日制課程の定員は、県立高校を１２，８６１人、市立高校を４４０人の計１３，３０
１人とし、今春（令和３年）の定員に比べ１６０人の増加としたい。なお、定時制課程及
び通信制課程の定員については、令和３年度と同数の定時制７２０人、通信制３２０人と
したい。「受検生の動向」を踏まえ、「各地区における教育水準の維持・向上と教育機会の
保障」を、入学定員策定の基本的な考え方としている。また、各高校の活力を維持・向上
できるように配慮している。この考え方に基づき、中学校卒業予定者数、過去の入試の出
願状況・定員未充足状況、現在の中学３年生の進路希望状況、施設・設備環境などに配慮
しながら、各地区において、検討を行った。 

令和４年度高等特別支援学校の入学定員については、昨年度と同数の７２人としたい。 

入学定員の増減については、全日制課程は今春（令和３年）の定員に比べ１６０人の増
加となるが、学校全体として定員増減がある学校は５校。岐阜地区では、岐阜総合学園高
校を４０人増、岐阜各務野高校を２０人増とする。岐阜地区全体では６０人増となる。可
茂地区では、加茂高校を４０人増、東濃実業高校を２０人増とする。可茂地区全体では６
０人増となる。東濃地区では、多治見北高校を４０人増とし、東濃地区全体も４０人増と
なる。 

西濃地区、美濃地区、飛騨地区では、定員の変更はない。 

学校全体として定員増減はないが、学科において定員増減がある学校は、瑞浪高校で、
中学生の希望等も踏まえ、普通科を１０人増、生活デザイン科を１０人減と考えている。 

学校全体として定員増減はないが、学科改編にともなう名称変更、くくり募集への変更
がある学校は９校である。 

定時制課程、通信制課程の定員については、いずれも増減はない。 

今回説明させていただいた内容については、教育委員会での決定後、本日、記者発表す
る。また、今回の具体的な説明については、別冊にまとめ公表する。 

特 別 支 援 

教 育 課 長 

岐阜清流高等特別支援学校、西濃高等特別支援学校については、高等学校と同様に定員

を定め、選抜試験を実施している。 

定員については、令和４年度もこれまで同様とし、岐阜清流高等特別支援学校の定員を

１クラス８人×６クラスの４８人、西濃高等特別支援学校の定員を３クラスの２４人。合

計７２人としたい。 

稲 本 委 員 どこの学科でどのようなことを学ぶことができるのか、どんな仕事に就くことができる

のかということを生徒たちが理解し、学校を選ぶことができているのだろうか。数合わせ

で進路を決めてはいないだろうか。 

学 校 支 援 

課 長 

中学、高校においてキャリア教育を行ってきているが、県として今年度新たに行った事

業として、すべての専門高校が中学生を学校に呼び、高校生が、高校での学びや進路など

について教える「キャリア・チャレンジＤａｙ」がある。また、「高等学校フェア」とし

て秋から冬にかけてすべての普通科高校も含めた高校で、高校生が中学生に対して、進路

について話をするような取り組みも検討している。 
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稲 本 委 員 とてもよい取り組みだと思う。企業もよい人材を採用するために、さまざまな努力をし

ている。大学でもオープンキャンパスを行うように、高校も学校のことをわかってもらえ

るような取り組みをどんどんするべきだ。 

教 育 長 ホームページ、パンフレットの作成など、各学校が正しい情報をわかってもらえるよう

な広報活動を県教育委員会事務局が主となって進めている。 

稲 本 委 員 ＤＸで予算がたくさん出ていたが、放送機器を上手に使って自分の学校をＰＲできるよ

うになれば、その学校には生徒がもっと集まるようになるかもしれない。 

普通科は、「とりあえず普通科へ」というような意識ではなく、「将来どんな仕事をした

いか」ということを明確に持たせ、教員が相談に乗って一緒に考えていく仕組みが必要な

のではないか。 

野 原 委 員 「飛び出せスーパー専門高校生」という事業を行っていたが、現在はどうなったか。 

学 校 支 援 

課 長 

「地域産業の担い手育成総合支援事業」として継続しており、４年サイクルで２年ずつ

専門高校に割り当てて行っている。名称は変わったが、考え方は変わっていない。 

野 原 委 員 高校生が発表することで、表現力の育成にもつながった。中学生も学びが深められると

いう、両方にとってプラスの事業だった。形を変えてでも継続されるとよい。 

総 合 教 育 

センター長 

お手元に配布したものは、すべての中学３年生に配布したパンフレットである。１人１

台端末をもっていることから、各学校のＱＲコードにかざすことで、各学校のＨＰに接続

されるようになっている。今年工夫した取り組みである。高校にも、ＨＰを充実するよう

に指導をしている。 

教 育 長 議第１号について、挙手により採決する。 

教 育 長 全員賛成により可決する。 

 事務局報告(政策)(１)令和２年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の 

諸課題に関する調査結果報告について 

学 校 安 全 

課 長 

この調査は、教育現場における生徒指導上の取組のより一層の充実に資するものとする
とともに、児童生徒の問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応に、また、不登校児童
生徒への適切な個別支援につなげていくため、毎年、文部科学省により実施されるもので
ある。例年、文部科学省が、前年度の状況を、翌年度前半中に調査し、その結果を１０月
下旬頃に公表している。今回、令和２年度の調査結果については、先日１０月１３日に公
表となったことから、本日の定例教育委員会にて報告する。 

この調査は、「暴力行為件数」「いじめ認知件数」「不登校児童生徒数」の３つについて、
文部科学省が、都道府県ごとの結果をまとめたものである。 

まず「暴力行為件数」では、国公私立の小・中学校、高等学校における発生件数は、１，
９６８件で、前年度比で７８４件減少となっており、児童生徒１，０００人当たりの発生
件数は９．１件で、前年度から３．５件減少している。 

当調査における暴力行為の発生件数は、「対教師暴力」、「生徒間暴力」、「対人暴力」、「器
物損壊」の４つの形態で計上された件数を合計したものである。 

小学校が１，４５２件で、昨年度比４８０件の減少。中学校が４４６件で昨年度比２２
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７件の減少。高等学校が７０件で、昨年度比７７件減少している。 

 特に発生件数が減少した小学校における暴力行為の内訳は、対教師暴力が４９件の減
少、生徒間暴力が４０９件の減少、対人暴力が１２件の減少、器物損壊が１０件の減少と
なっている。 

 暴力行為が減少している要因については、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の
影響により、年度当初に２か月間ほどの一斉休業があり、例年より年間授業日数が少ない
学校もあったこと、また、学校での生活環境が変化し児童生徒間の物理的距離が広がった
こと、授業におけるグループ活動や、学校行事、部活動など様々な活動が自粛・制限され、
子どもたちが直接対面してやり取りをする機会やきっかけが減少したこと、さらには、新
型コロナウイルス感染症拡大の影響による偏見や差別・コロナハラスメントが起きない
よう、学校において正しい知識や理解を促したこと、これまで以上に児童生徒に目を配り
指導・支援したこと等が考えられる。このことは文科省の分析と同様と考えている。 

なお、形態別に見ると、「生徒間暴力」が、暴力行為全体の約７割を占めている。その
要因等については、コミュニケーション上のトラブルや、家庭状況や心の発達に起因する
ストレスなどが挙げられる。また、特定の児童生徒が、暴力行為を繰り返すということも
ある。 

その中で、当県では、各学校において、後ほど説明するいじめの認知と同様に、全教職
員の多くの目で児童生徒を見届けながら、「軽微な暴力行為も見逃さないこと」「いじめに
つながるような芽を早期に摘んで、早期対応を心掛けること」を今後もお願いしていく。
そして、児童生徒が安心して学べる環境を確保するため、特に「生徒間暴力」については、
関係機関とも連携しながら、組織的な対応をしていく必要があると考えている。 

いじめ認知件数は、６，８３８件で、昨年度比で４，１２４件減少となっており、１，
０００人当たりの認知件数は、３１．４件で前年度から１８．１件減少している。小学校
の認知件数は４，７９４件で昨年度比２，７６５件の減少。中学校が１，５６８件で昨年
度比１，０９９件の減少、高等学校が４４１件で昨年度比１９６件の減少、特別支援学校
が３５件で昨年度比６４件減少している。 

 すべての校種において、認知件数が減少している。その要因については、暴力行為と同
様、新型コロナウイルス感染症による学校生活への影響が考えられる。さらに、児童生徒
や保護者、あるいは、アンケート調査等による情報をすばやく共有する体制が学校に整い
つつあり、学校が組織的に取り組んだり、判断したりすることができるようになってきた
ことが考えられる。その結果、学校全体として、いじめ防止等に関する意識も高まってい
るものと思われる。 

 また、解消しているものの割合は６８．４％だが、これは「解消しているもの」として
計上する要件として「いじめに係る行為が、少なくとも３か月止んでいる」ことが求めら
れているため、休校の影響もあって、いじめの認知時期が例年より後ろへ下がったこと
や、１月以降に認知した事案については、３月末では計上できない状況があることなどに
よって、例年より年度内に解消されなかった事案が多かったと考えられるが、例年行って
いる、その後の県独自の追跡調査によれば、この解消割合は、今年度の７月３１日現在で
は９４．３％になっており、「いじめの解消」は例年同様に進んでいると考えている。 

 なお、今後も、文科省が行っているとおり、生活環境や行動様式が大きく変化し、発見
できないいじめがある可能性にも考慮し、引き続きいじめの早期発見、積極的な認知、早
期対応に取り組んでいくことが重要と考えている。 

 いじめ事案の対応について、県教育委員会としては、弁護士や専門家、関係機関等と連
携した研修等を通して教職員のいじめの認知力や事案への対応力の向上を図ることに引
き続き取り組んでいきたいと考えている。 

 さらに、重大事案発生時には、学校のいじめ対策組織を充実、強化した「いじめ対策チー
ム」を必要に応じて派遣して専門的に対応できるよう、いじめの解決に取り組んでいく。 

小・中学校の不登校児童生徒数は３，４３２人で、前年度から３８８人増加となってお
り、１，０００人当たりの不登校児童生徒数は２１．５人で、前年度比で２．７人増加し
ている。小学校が１，１７６人で昨年度比２４７人の増加。中学校が２，２５６人で昨年
度比１４１人増加している。 
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不登校の要因として主たるものでは、全国の状況を見ると、小中学校ともに、『学校に
係る状況』では、「いじめを除く友人関係をめぐる問題」が最も多く、次いで「学業の不
振」となっている。『家庭に係る状況』では、「親子の関わり方」が最も多く、『本人に係
る状況』では、「無気力不安」が最も多くなっており、岐阜県も同様の傾向が見られる。 

高等学校の不登校生徒数は５５６人で、前年度から９１人減少となっており、１，００
０人当たりの不登校生徒数は１０．６人で、前年度から１．３人減少している。 

不登校の要因として主たるものでは、全国の状況を見ると、『学校に係る状況』では、
「入学、転編入学、進級時の不適応」が最も多く、次いで「いじめを除く友人関係をめぐ
る問題」となっている。『家庭に係る状況』では、「親子の関わり方」が最も多く、『本人
に係る状況』では、「無気力、不安」が最も多くなっている。 

高校における中途退学者数は、４４７人で昨年度比６０人の減少となっている。 

村 上 委 員 １点目は、不登校の発生件数について、単に日数を分母にするのではなく、休校になっ
ている日数を引いて分母にしていかないと、真の率が比べられない。少なくとも、令和２
年と元年を比べる場合には、スチューデントデイ、スクールデイを分母にしなければ、本
当の増減は分からないのではないか。 

２点目は、不登校とコロナ感染との関連はどうか。小学生以下の子がコロナに感染をす
ると、結果として不登校傾向になる子が目立つという特別な後遺症的なものが一部に指
摘されている。防いでいかなければならないので、本人のコロナ感染のみならず、家族の
コロナ感染により登校できなかったことをきっかけとする不登校との関係の視点でもみ
ていくとよいのではないか。 

３点目は、不登校の人数について、小・中学生が増えて、高校生が減っている理由をも
う一度説明してほしい。 

学 校 安 全 

課 長 

不登校という概念について、「長期欠席」というものがある。今回の調査では、コロナ
に関係する欠席は別の件数になっている。この調査結果にあげられているのは、コロナと
は関係のない数字が挙げられている。 

指摘された学校の日数については、教育委員会としても同様に考えている。今後分析を
進めたい。 

学校安全係

生 徒 指 導 

企 画 監 

小中学校について、不登校の理由として「家庭に関わること」特に親子関係が要因とし
て多くなってきている。コロナ禍であることから、保護者も家庭にずっといるような状況
で、家庭環境によっては、それがストレスになってしまう家庭も多くある。その結果、不
安に陥ってしまう場合もある。また、さまざまな家庭環境がある中で保護者が登校を控え
るように言う場合もあり、その影響を直接的に受けやすいのが特に小学生である。 

学校では、「いじめを除く友人関係」が挙げられる。臨時休業があったり、さまざまな
集団活動が中止となったりし、新しい友人関係を構築できなかったことが、顕著に数字に
表れていることは否めないと考えている。 

村 上 委 員  小中学生は、保護者との関係が強い。感染クラスターの広がりを見ても、高校生は、保
護者からの感染が少ない傾向がある。小中学生は、親子関係で感染が広がる。５つの分析
の中で、「コロナの影響」という視点での分析があるとよいのではないか。 

教 育 長 

 

 濃厚接触者、コロナ感染者として、またコロナが不安であるという理由での欠席につい
ては、「出席停止」として扱うことになっているため「欠席」というカウントにはならな
い。令和２年度については、ほとんどがコロナ禍であったことから、分母を授業日で考え
なくてはいけない。長期休業日を引いて１０か月。そのうち、２か月が長期休業のため、
８／１０か月の授業日の中でこのデータを分析していくことが必要となるだろう。新た
な気づきがあれば、次回の定例教育委員会の中で紹介してほしい。 
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稲 本 委 員 この問題行動調査の結果の見方を変えると「すごくよかった」という結果に見えてしま
う。そうではないはずだ。分母にしている数に問題がある。 

もう一つは、「質」が見えない。「暴力」といっても、「いじめ」につながるものもあれ
ば、そうでないものもある。そのカウントの仕方はどうか。それを見極めた教師の目、生
徒間の目の視点を入れたデータを出すべき。数値が上下だけで一喜一憂するべきではな
い。人間関係を学ぶには少しくらいの喧嘩はあってもよい。「不登校」「いじめ」の数字の
出し方の許容範囲はどのくらいなのか、一工夫が必要である。 

教 育 長 コロナ禍であったことから、今回の調査結果の中で気づいたことはあるか。 

学 校 安 全 

課 長 

岐阜県では、オンライン授業が活用されたことで、これまで不登校で授業に出てこられ

なかった子がオンライン授業に参加し、コメントをどんどん出しているというプラスの

例がある。逆に友達に会うことができず、寂しくなったという例もある。コロナのマイナ

スの部分をうまく転換することで対応していきたい。 

稲 本 委 員 コロナ禍の状況をプラスに転じた子がいたという例は面白い。その割合は、もう少し正

確に出ないのか。 

教 育 長 コロナ禍であることはマイナスばかりではなく、プラスの面も見せている。コロナが終

了した後も、いかに教育活動の中に活かしていくのかということ意見を参考に考えてい

きたい。 

事務局報告(その他)(１) 

 令和３年第５回岐阜県議会定例会における審議結果について 

教 育 総 務 

課 長 

 一般質問では、１０人の議員から１９項目の質問をいただいた。演劇ワークショップや
コロナ禍のオンライン授業に伴う教員の業務負担等について質問があった。 

事務局報告(その他)(２) 

  岐阜県議会定例会教育警察委員会の概要について 

教 育 総 務 

課 長 

 働き方改革、１人１台タブレット端末等の状況について質問をいただいた。 

事務局報告(その他)(３) 

 岐阜県における全国レベルの表彰について 

教 育 総 務 

課 長 

 文化部門では、全国盲学校の弁論大会で優勝した岐阜盲学校の古田さん、デジタル社会
推進賞として銀賞を東濃特別支援学校が受賞している。その他では、視聴覚教育で功績の
あった方が功労者表彰を受けている。青少年の健全育成でボーイスカウトの方が表彰さ
れている。 

事務局報告(その他)(４) 

  令和３年度教育委員行事予定について 

教 育 総 務 

課 長 

 １１月１０日に東濃高校でスクールミーティングがあり、野原委員に出席を依頼して
いる。１２月と１月の定例教育委員会の期日が決まったので、予定の調整をお願いした
い。 



公開版 

７ 

 

  

 報第１号 職員の表彰について 

職員の表彰について諮り、承認された。 

本件は、非公開案件であるため、会議録は別途作成。 

事務局報告(政策)(２) いじめに関する重大事態の調査報告について 

いじめに関する重大事態の調査報告について報告がなされた。 

本件は、非公開案件であるため、会議録は別途作成。 

報第２号 市町村立学校管理職等の人事異動について 

 市町村立学校管理職等の人事異動について報告がなされた。 

本件は、非公開案件であるため、会議録は別途作成。 

閉会 

午後３時３５分、閉会を宣言する。 


